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Abstract
This is the 3rd part in a series on misunderstandings about Japan’s ODA. Previ-
ously, some misunderstandings derived from the definition of ODA were described
in Part 1, while Part 2 highlighted misunderstandings about Japan’s ODA budget
and its executing mechanism. In Part 3, several misunderstandings concerning the
quality of Japan’s ODA are reported by analyzing quality indicators over Japan’s
ODA, as shown in the ODA White Paper.












































































































































量的側面からの比較（支出純額ベース） 暦年 日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス
ODA実績総額（名目ベース，億米ドル）
２００９ ９４．７ ２８８．３ １１２．８ １２０．８ １２６
２０１０ １１０．２ ３０３．５ １３０．５ １２９．９ １２９．２
ODA実績の対 GNI比（％）
２０００ ０．２８ ０．１ ０．３２ ０．２７ ０．３２
２００５ ０．２８ ０．２２ ０．４７ ０．３６ ０．４７
２０１０ ０．２ ０．２１ ０．５７ ０．３９ ０．５
DAC諸国全体に占めるシェア（％） ２０１０ ８．６ ２３．６ １０．２ １０．１ １０．１
対前年度比名目費の伸び率（％） ２００９→２０１０ １６．４ ５．３ １５．７ ７．５ ２．５
ODA約束額（債務救済を含む，億米ドル） ２００９ １８２．１ ３３４．４ １５０．９ １６４．９ １４５．６
ODA実績の多国間 ODAのシェア
（２ヵ年間の平均，％）
２０００／２００１ ２６．２ ２６．６ ４１．３ ４４．７ ３４．７
２００５／２００６ ２７．３ ９．２ ２７．２ ２９．４ ２６．５
２００９／２０１０ ３１．８ １２ ３５．４ ３８ ４１．１
ODA実績の対 LDC配分
（２ヵ年間の平均，％）
２０００／２００１ ２１．９ ２８ ４５．２ ３２ ３６．３
２００５／２００６ ２７．４ ２８．９ ３４．１ ２６．８ ２６．９




２０００／２００１ ８７．９ ９９．７ １００ ９６．８ ９６
２００５／２００６ ８８．４ １００ １００ ９７．４ ９４．８
２００８／２００９ ８５．８ １００ １００ ９２．７ ８９．４
二国間有償資金援助
２０００／２００１ ７２．９ ６３．１ ４３．４ ６５．３ ５５．９
２００５／２００６ ７４．８ ６９．５ － ６３．６ ５５．１
２００８／２００９ ７３．１ － － ４７ ５４．９
二国間 ODAの対 LDC ２００８／２００９ ９８ １００ １００ １００ ９３．２
贈与比率（２ヵ年間の平均，債務救済を除く，％）
ODA全体
２０００／２００１ ５１ ９９．２ ９６．６ ９０．８ ９１．４
２００５／２００６ ５４．１ ９９．９ ９５．７ ８２．４ ８６．９
２００８／２００９ ４７．２ １００ ９５ ８４．４ ７３．２
二国間 ODA
２０００／２００１ ３９．４ ９９ ９４．１ ８２．７ ８６．１
２００５／２００６ ４１．５ ９９．９ ９３．２ ７１．８ ８１．２
２００８／２００９ ３６ １００ ９２．５ ７３．４ ６０．６
二国間 ODAのアンタイド比率（％）
２０００ ８６．４ － ９１．５ ９３．２ ６８
２００５ ８９．６ ５９．４ １００ ９３ ９４．７




２０００ ２３．６ ３９．１ ２６．８ ４４．５ ３９．１
２００５ ２０ ４２．８ ２５．３ １８．２ ２５．２
２００９ ２９．７ ５３．５ ４５．３ ４９．６ ３７．５
経済インフラ
２０００ ３２ １３．８ ６．５ １３．９ ４．５
２００５ ２３．４ ７．８ ２．７ １２ ９．４
２００９ ３３．５ ９ １３．４ ２１．８ ９．３
ODAの NGO補助金の割合（％）
２００６ ０．９ － ２．９ － ０．４




























スイス（２４．２％） ノルウェ （ー２２．５％） カナダ（２１．５％）
Ⅲ．２０％未満の国 アメリカ（１２．７％） オーストラリア（１６．８％）
出典：外務省「政府開発援助（ODA）白書」２０１１年度版から作成
表－２ DAC諸国の ODA実績の GNI比率（２０１０年）
Ⅰ．０．７以上の国
ノルウェ （ー１．１０） ルクセンブルク（１．０５） スウェーデン（０．９７）
デンマーク（０．９１） オランダ（０．８１）
Ⅱ．０．３以上～０．７未満の国



























ギリシャ（１００） ノルウェ （ー１００） フィンランド（１００）
アイルランド（１００）
Ⅱ．９０以上～１００未満の国
スウェーデン（９９．９） ベルギ （ー９９．７） オーストラリア（９９．６）
イタリア（９８．９） ポルトガル（９６．４） スペイン（９５．９）
ドイツ（９２．７）












オーストラリア（９８．８） スウェーデン（９８．５） ベルギ （ー９８．４）



































































































































































































































































































































































































































































V, Note Verbale）や贈与契約（G/A, Grant Agreement），有償資金協力貸付承諾書（L/A，Loan
恵泉女学園大学紀要 第２５号
－ 174 －
Agreement）などがある。
４３）贈与（無償資金協力や技術協力など）は単年度主義ということから１年間の予算措置であ
る。有償資金協力は，多年度主義のもとで複数年度の予算措置が講じられる。支援事業の実
施が遅延した場合には，贈与の場合の基本は支援の打ち切りで，有償資金協力の場合は E/N
や L/Aを改定することによって支援期間の期限延長が行われる。
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